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2017年 1月25日 最近の指標から見るインド経済（2017年1月） 
2017年 1月13日 インドの2016年度GDP見通し 
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財政健全化路線を堅持 

インフラと農家に手厚い配分 

財政健全化路線の堅持とインフラ投資の拡大を両立 

今後、格付け機関によるインドの格上げの可能性も 

インドの2017年度予算案 

 2月1日に政府は、今年度（2016年4月～

2017年3月）予算の着地見込と、来年度予算

案を発表しました。財政赤字の対GDP比は、昨年

度の▲3.9%から、今年度は当初目標通りの

▲3.5%に縮小後、来年度は▲3.2%に縮小する

見通しを発表し、財政健全化路線を堅持する姿

勢を示しました。来年度の▲3.2%と言う赤字水準

は、市場予想中央値（ブルームバーグ）の

▲3.3%を下回りました。 

■来年度の予算案は、財政健全化路線の堅持と

インフラ投資の拡大が両立する、バランスの良い内

容と思われます。歳入の見積もりは保守的と見られ、

来年度中のインフラ投資上積みの可能性もあると

考えられます。インド経済の成長には追い風となるこ

とが期待され、株式市場にはプラスとなります。 

 予算発表後、インドルピー（対米ドル）とインド株

式市場はともに上昇しました。市場は今回の予算

案を好意的に評価したと考えられます。財政健全

化路線の堅持とGST（物品・サービス税）の導入

（2017年7月目標）が実現すればインド国債の

格上げ期待が高まることが予想されます。 

 鉄道や道路等のインフラ投資については、2016年

度の着地見込が同予算を上回るとされ、2017年

度予算についても2016年度着地見込と比べて

+23.5％と大幅に増額することが示されました。 

 また、インド全体の消費への影響が大きい、農家に

対する農村雇用援助プログラム、農道整備、灌漑

施設整備、電化推進などへの政府補助を大幅に

増やしています。 

【財政収支（対名目GDP比）】 

（注）データ期間は、2011年度から2019年度。2016年度以降は、 
         インド政府予想。インド政府の会計年度は4月から3月。  
（出所）CEICのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

（単位：億インドルピー）

投資先 2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 前年比

（実績） （予算） （着地見込） （予算） （％）

鉄道 3,500 4,500 4,640 5,500 18.5

国道 2,300 1,960 1,500 2,390 59.3

地方道路 2,050 2,090 2,140 2,140 0.0

低価格住宅 1,160 2,010 2,090 2,900 38.8

飲料水・衛生設備 1,100 1,400 1,650 2,000 21.2

その他 2,910 3,420 4,750 5,780 21.7

合計 13,020 15,380 16,770 20,710 23.5

【インフラ投資予算】 

（出所）インド政府予算案、コタック・マヒンドラ・アセットマネジメントの資料を基に 
      三井住友アセットマネジメント作成 
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